
最寄駅（電車でお越しの方）

● JR 東京駅
「丸の内南口」より徒歩約4分

● 東京メトロ千代田線
二重橋前駅「3・5番出口」より徒歩約1分
※千代田線の二重橋駅の4番出口は
　現在、工事のため閉鎖されております。

● 東京メトロ丸ノ内線
　東京駅下車 徒歩約3分

● 東京メトロ有楽町線
　有楽町駅下車 徒歩約6分

〒100-0005 東京都千代田区丸の内2丁目2番1号 岸本ビルヂング4階402号室
TEL.03-6213-0511　FAX.03-6213-0512　MAIL.office@sasanami-law.com笹浪総合法律事務所

編集後記
みなさま、笹浪総合法律事務所「Sasanami&Partners」第4号の個

性豊かな原稿は、いかがでしたでしょうか。今号は、「私の健康管理方
法」というテーマでしたが、私も大いに参考になりました。

さて、先日、『仕事が「速いリーダー」と「遅いリーダー」の習慣』と
いう本の中で「仕事が速いリーダーは冷たい飲み物を飲み、遅いリー
ダーは温かい飲み物を飲む。」という項がありました。これは、冷たい
飲み物は、頭を冷やし、冷静な判断ができるので決断が早くなる、温
かい飲み物は、副交感神経を優位にするので、仕事モードに戻すのに
時間がかかり、決断が遅くなるという内容でした。さて、法律事務所の
お客様にお出しする飲み物としては、冷静に判断を下せる冷たい飲み
物が良いのか、緊張から解放されたほっとした気分で話をしていただけ
る温かい飲み物が良いのか、しばらく悩んでしまいました。

事務局　髙田 絵理

千代田線 二重橋前駅
都営三田線 大手町駅

丸の内仲通りビル

丸の内二丁目ビル

大名小路

丸の内
南口改札

日比谷通り

丸の内仲通り

三菱ビル

三菱商事
ビル

郵船
ビル

丸ビル 新丸ビル

東京海上日動ビル
行
幸
通
り

馬
場
先
通
り

（新館）

（本館）

東京中央
郵便局

三菱東京UFJ
銀行本館

丸の内
パークビル

明治安田生命ビル

岸本
ビル

5番出口

3番出口

丸ノ内線 東京駅

JR 東京駅

併設する「丸の内三井ビル」とお間違えのないようお願いいたします。
3番出口は、明治安田生命ビルの中を通って地上に出てください。

J
R
京
葉
線
東
京
駅

丸の内
三井ビル

Access

岸本ビルヂングの入口は日比谷
通り側、丸の内仲通りビル側両方
にございます。どちらの入口から
入りましても中央のエレベーター
をご利用の上、4階402号室まで
お越し下さい。

昨年7月に第4子を出産し、今年4月に復帰いたしました。
育児と仕事の両立は、子供が増えるごとに大変になりますが、現代には、便利なものがたくさんあります。そ

んな私の育児と仕事にかかせない家電三種の神器は、「食洗機」、「乾燥機能付き洗濯機」、「掃除機ロボッ
ト」です。我が家では、夫以上にフル稼働しています。

さらに、昨年帰宅後の時間短縮を図るために、自動調理鍋「ホットクック」も導入しました。朝、出勤前に食
材を入れ、ボタンを一つ押しておくだけで、帰宅時には、「シチュー」、「カレー」、「肉じゃが」、「ぶり大根」な
どの夕飯のメインディッシュが完成しています。帰ると足元にまとわりつく子供たちのお腹をすぐに満たし、夕
食後の時間を有意義に過ごすことができ、子供たちから元気をもらっています。お陰で睡眠時間も確保でき、
翌日も元気に出勤することができます。

これからも皆様と弁護士との橋渡しになるよう頑張りたいと思います。
事務局　広瀬 明子

ベテラン雑感 ・・・・・・・・・・・

平成30年お花見にて
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Sasanami & PartnersInformation

office@sasanami-law.comMAIL http://www.sasanami-law.comURL

03-6213-0512FAX03-6213-0511TEL （電話受付時間：平日午前9時から午後6時）

笹浪総合法律事務所は、日常の契約書に関するご相談から、労働法務、会
社法に関するご相談、各種企業法務、一般民事事件等、法律案件全般を
承っております。ご相談は、面談・電話・電子メールにて承っておりますの
で、何かお困りのことがございましたらどうぞお気軽にご連絡ください。

弁護士　桑田 健太郎

民法（相続関係）等の改正法について

Column 01 Column 02

弁護士 山本 裕子 特定社会保険労務士 野澤 伸介

「セクハラ罪という罪はない」のは本当か?

　平成30年7月6日、民法（相続関係）等の改正
法が参議院本会議で可決・成立しました。民法に
おける相続のルールが大きく変わるのは、昭和
55年以来、約40年ぶりとなります。
　本稿においては、複数の改正点のうち、主な改
正点（①配偶者の居住の保護、②遺言、③相続人
以外の者の貢献の考慮）に絞って、その概要を解
説いたします。

　以上の改正点以外にも、遺産分割が成立する前に金融
機関からの預貯金の払戻しを認める「仮払い制度」の創設
や、遺留分の算定方法の見直しなど、改正法では相続に関
連する諸点について重要な改正がなされています。親族間
における相続関係の係争は、その性質上、長期にわたるも
のが多く、そのような長期の係争に巻き込まれることを防
ぐためにも、改正法を把握しておく必要があります。
　当事務所においては、相続等の案件についても、皆様
からのご相談に随時対応をさせていただきますので、どう
ぞお気軽にご相談いただければ幸いです。

　現行法において、相続人は、相続開始の時から、原則と
して被相続人の財産を承継します（民法896条）。した
がって、死亡した被相続人が、居住用の自宅・土地以外に
目立った財産を有していなかった場合、当該自宅・土地は
相続人らの遺産分割の主要な対象となるため、当該自宅
で同居していた妻が、遺産分割の結果如何によって、自宅
の売却や退去を迫られるケースが存在しました。このよう
なケースが問題視された結果、改正法では、配偶者居住
権の創設や、一定の条件下における住居の遺産分割の対
象からの除外等、配偶者の居住権を法的に保護する規律
が設けられました。

１ 配偶者の居住の保護

政府の閣僚が記者会見で「セクハラ罪という罪
はない」と発言したと報道されたことがありました。どのよ
うな文脈でこの発言があったかはさておき、指摘している
こと自体はそのとおりで、刑法にそのような名前の罪はあ
りません。しかし、セクシュアルハラスメント行為が強制わ
いせつなどの罪に問われることはあり、セクハラ行為に対
して企業が適切な措置を講じなかった場合は、企業が法
に反することになります。
「男女雇用機会均等法」第11条では、事業主に対し、

「職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用
管理上の措置」を講ずることを義務づけ、その適切かつ有
効な実施を図るために必要な「指針」が定められており、
事業主はその遵守が求められています。
冒頭の閣僚の発言は、その所管する行政機関の高官の行

為に関してですが、この問題について、企業として注意すべ
きは、「職場での性的な言動」の禁止はもちろんのこと、そ
の言動により起因した問題についての企業側の対応です。

１ セクハラ罪という罪はないか?

セクハラに限らず、パワーハラスメント等ハラスメント事
案において、事後対応の不備により被害者にさらなる被
害、いわゆる「二次被害」が発生してしまうのは、会社側が
事案を軽視してしまい、「適切な判断」をすることができな
かった、ということが多いのではないでしょうか。それは、
被害者にとっての問題を大きくするだけでなく、企業にとっ
ても、対被害者との関係のみならず、心ある従業員からの
失望、社会における企業のイメージダウン、それに伴う様々
なデメリットを生じさせる可能性があります。
ハラスメント事案において「適切な対応」をするために

は、類型的に判で押したように判断することではなく、な
ぜその表現・行為が不適切か、会社はどうすべきか、につ
いて想像力を働かせ、社内で議論することが重要ではな
いかと思います。そして、その議論は、社会情勢の変化に
伴い、常に続けられることが求められると思います。
「セクシュアルハラスメント」が社会問題化し、法令上

の用語となって約20年。この問題は、いまでも現在進行
形で考えなければならない問題です。

3 被害者のために、全ての従業員のために、
そして、企業のために

新聞報道によれば、前記の事案では、女性記者が
男性の政府高官に取材中、性的言動があったことを上司に
相談をした際、相談を受けた上司は、会社の上層部に報告
を怠るといった対応があったということです。そして、社長
が記者会見で「社員からセクハラの情報があったにもかか
わらず、適切な判断をできなかったことは深くおわびする」
と述べたとのことです（日本経済新聞2018.4.25）。また、
この件では、女性記者が取材中の性的言動を録音した
データを週刊誌に提供し、その是非が議論となりました。
女性記者の上司は、相談されたときに、どのような対応を

とるべきだったのでしょうか。また、女性記者は、上司に相

2 事業主としての適切な判断

　遺言の効力をめぐって係争が生じるケースはよく見受け
られますが、特に、自分で手軽に作成できる「自筆証書遺
言」に関しては、現行法所定の様式が充足されていないこ
と等を理由に係争となることが多くあります。この現状を
踏まえ、改正法では、①自筆証書遺言の方式緩和、②遺
言執行者の権限の明確化等が新たに規定されました。こ
れらの規定により、自筆証書遺言における財産目録をパソ
コンで作成することが可能となり、また、現行法では必須
である自筆証書遺言の家庭裁判所による検認が一定の場
合は不要となるため、改正法の施行によって、自筆証書遺
言をめぐる係争を予防する効果が期待されるといえます。

2 遺言

　現行法では、被相続人の生前に、被相続人への療養看
護等によって、その財産維持・増加に貢献した相続人を対
象に、他の相続人との不公平を是正する目的から、「寄与
分」という制度が規定されています。しかし、この「寄与
分」によって不公平が是正される可能性を有するのは、相
続人による貢献のみです。したがって、例えば、被相続人が
営む事業を、被相続人の息子の妻が療養看護等によって
献身的に支えたとしても、息子の妻は相続人ではないた
め、「寄与分」がそもそも認められず、その献身的な貢献は
相続において全く考慮されませんでした。
　そこで、改正法では、被相続人に対して無償で療養看護
等をしたことにより、被相続人の財産の維持・増加につい
て特別の寄与をした被相続人の親族（「相続人」ではな
く、「親族」であることが重要です。）に、相続開始後、相
続人に対し、特別寄与料の支払を請求できる規定を新た
に設けました。この請求権は、特別寄与者が相続の開始
等を知った時から6か月以内又は相続開始の時から1年以
内に行使する必要があるなど、一定の制約は存在するも
のの、現行法では考慮されなかった相続人以外の者によ
る貢献が、金銭請求という形で考慮されることとなりま
す。

3 相続人以外の者の貢献の考慮

当事務所では、ハラスメント問題対応経験が豊富な弁
護士、21世紀職業財団認定の「ハラスメント防止コンサル
タント」である社会保険労務士が所属しております。ハラ
スメント問題が生じた際の「適切な判断・対応」につい
て、社内研修などでご協力できますので、お気軽にお問い
合わせいただければと存じます。

談をしても対応してもらえないとわかったとき、どうすればよ
かったのでしょうか。また、組織のトップは、これらの問題
において、対外的にどのような姿勢で臨むべきでしょうか。

終わりに
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弁護士 桑田 健太郎

民法（相続関係）等の改正法について

Column 01 Column 02

弁護士　山本 裕子 特定社会保険労務士　野澤 伸介

「セクハラ罪という罪はない」のは本当か?

平成30年7月6日、民法（相続関係）等の改正
法が参議院本会議で可決・成立しました。民法に
おける相続のルールが大きく変わるのは、昭和
55年以来、約40年ぶりとなります。
本稿においては、複数の改正点のうち、主な改

正点（①配偶者の居住の保護、②遺言、③相続人
以外の者の貢献の考慮）に絞って、その概要を解
説いたします。

以上の改正点以外にも、遺産分割が成立する前に金融
機関からの預貯金の払戻しを認める「仮払い制度」の創設
や、遺留分の算定方法の見直しなど、改正法では相続に関
連する諸点について重要な改正がなされています。親族間
における相続関係の係争は、その性質上、長期にわたるも
のが多く、そのような長期の係争に巻き込まれることを防
ぐためにも、改正法を把握しておく必要があります。
当事務所においては、相続等の案件についても、皆様

からのご相談に随時対応をさせていただきますので、どう
ぞお気軽にご相談いただければ幸いです。

現行法において、相続人は、相続開始の時から、原則と
して被相続人の財産を承継します（民法896条）。した
がって、死亡した被相続人が、居住用の自宅・土地以外に
目立った財産を有していなかった場合、当該自宅・土地は
相続人らの遺産分割の主要な対象となるため、当該自宅
で同居していた妻が、遺産分割の結果如何によって、自宅
の売却や退去を迫られるケースが存在しました。このよう
なケースが問題視された結果、改正法では、配偶者居住
権の創設や、一定の条件下における住居の遺産分割の対
象からの除外等、配偶者の居住権を法的に保護する規律
が設けられました。

１ 配偶者の居住の保護

　政府の閣僚が記者会見で「セクハラ罪という罪
はない」と発言したと報道されたことがありました。どのよ
うな文脈でこの発言があったかはさておき、指摘している
こと自体はそのとおりで、刑法にそのような名前の罪はあ
りません。しかし、セクシュアルハラスメント行為が強制わ
いせつなどの罪に問われることはあり、セクハラ行為に対
して企業が適切な措置を講じなかった場合は、企業が法
に反することになります。
　「男女雇用機会均等法」第11条では、事業主に対し、
「職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用
管理上の措置」を講ずることを義務づけ、その適切かつ有
効な実施を図るために必要な「指針」が定められており、
事業主はその遵守が求められています。
　冒頭の閣僚の発言は、その所管する行政機関の高官の行
為に関してですが、この問題について、企業として注意すべ
きは、「職場での性的な言動」の禁止はもちろんのこと、そ
の言動により起因した問題についての企業側の対応です。

１ セクハラ罪という罪はないか?

　セクハラに限らず、パワーハラスメント等ハラスメント事
案において、事後対応の不備により被害者にさらなる被
害、いわゆる「二次被害」が発生してしまうのは、会社側が
事案を軽視してしまい、「適切な判断」をすることができな
かった、ということが多いのではないでしょうか。それは、
被害者にとっての問題を大きくするだけでなく、企業にとっ
ても、対被害者との関係のみならず、心ある従業員からの
失望、社会における企業のイメージダウン、それに伴う様々
なデメリットを生じさせる可能性があります。
　ハラスメント事案において「適切な対応」をするために
は、類型的に判で押したように判断することではなく、な
ぜその表現・行為が不適切か、会社はどうすべきか、につ
いて想像力を働かせ、社内で議論することが重要ではな
いかと思います。そして、その議論は、社会情勢の変化に
伴い、常に続けられることが求められると思います。
　「セクシュアルハラスメント」が社会問題化し、法令上
の用語となって約20年。この問題は、いまでも現在進行
形で考えなければならない問題です。

3 被害者のために、全ての従業員のために、
そして、企業のために

　新聞報道によれば、前記の事案では、女性記者が
男性の政府高官に取材中、性的言動があったことを上司に
相談をした際、相談を受けた上司は、会社の上層部に報告
を怠るといった対応があったということです。そして、社長
が記者会見で「社員からセクハラの情報があったにもかか
わらず、適切な判断をできなかったことは深くおわびする」
と述べたとのことです（日本経済新聞2018.4.25）。また、
この件では、女性記者が取材中の性的言動を録音した
データを週刊誌に提供し、その是非が議論となりました。
　女性記者の上司は、相談されたときに、どのような対応を
とるべきだったのでしょうか。また、女性記者は、上司に相

2 事業主としての適切な判断

遺言の効力をめぐって係争が生じるケースはよく見受け
られますが、特に、自分で手軽に作成できる「自筆証書遺
言」に関しては、現行法所定の様式が充足されていないこ
と等を理由に係争となることが多くあります。この現状を
踏まえ、改正法では、①自筆証書遺言の方式緩和、②遺
言執行者の権限の明確化等が新たに規定されました。こ
れらの規定により、自筆証書遺言における財産目録をパソ
コンで作成することが可能となり、また、現行法では必須
である自筆証書遺言の家庭裁判所による検認が一定の場
合は不要となるため、改正法の施行によって、自筆証書遺
言をめぐる係争を予防する効果が期待されるといえます。

2 遺言

現行法では、被相続人の生前に、被相続人への療養看
護等によって、その財産維持・増加に貢献した相続人を対
象に、他の相続人との不公平を是正する目的から、「寄与
分」という制度が規定されています。しかし、この「寄与
分」によって不公平が是正される可能性を有するのは、相
続人による貢献のみです。したがって、例えば、被相続人が
営む事業を、被相続人の息子の妻が療養看護等によって
献身的に支えたとしても、息子の妻は相続人ではないた
め、「寄与分」がそもそも認められず、その献身的な貢献は
相続において全く考慮されませんでした。
　そこで、改正法では、被相続人に対して無償で療養看護
等をしたことにより、被相続人の財産の維持・増加につい
て特別の寄与をした被相続人の親族（「相続人」ではな
く、「親族」であることが重要です。）に、相続開始後、相
続人に対し、特別寄与料の支払を請求できる規定を新た
に設けました。この請求権は、特別寄与者が相続の開始
等を知った時から6か月以内又は相続開始の時から1年以
内に行使する必要があるなど、一定の制約は存在するも
のの、現行法では考慮されなかった相続人以外の者によ
る貢献が、金銭請求という形で考慮されることとなりま
す。

3 相続人以外の者の貢献の考慮

　当事務所では、ハラスメント問題対応経験が豊富な弁
護士、21世紀職業財団認定の「ハラスメント防止コンサル
タント」である社会保険労務士が所属しております。ハラ
スメント問題が生じた際の「適切な判断・対応」につい
て、社内研修などでご協力できますので、お気軽にお問い
合わせいただければと存じます。

談をしても対応してもらえないとわかったとき、どうすればよ
かったのでしょうか。また、組織のトップは、これらの問題
において、対外的にどのような姿勢で臨むべきでしょうか。

終わりに

6 Sasanami & Partners




